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1．目的、概要

本研究の「その２」に引き続き、その１の想定建物に

ついて、フィリピン構造基準に従いベースシヤ係数の算

出を行い、日比の比較調査を行う。

2. 事例による日比の比較

2.1 比較検討方法

想定建物において、ベースシェア係数 C の R 及び I を

1.0 とした(4),(5),(6)式と、日本においてこれに該当する値

である振動特性係数 Rt とにより日比の比較を行う。

2.2 建物条件

その１で想定した建物の条件を表 1 に示す。建物条件

は Case1 と Case2 の 2 種類とし、地域係数 Z=0.4、地盤種

別 SD
1)、震源規模 M7.0 とし、震源までの距離が Case1 で

は 5km 以内、Case2 では 15km 以上とした。

2.3 計算結果

建物条件から Cv、Ca、震源近傍割増係数 Nv、Na につ

て、式(4)～(6)により計算すると以下のようになる。

Case1 震源距離 5km 以内の場合

震源近傍割増係数 Nv＝1.6 Na＝1.2

Cv＝0.64 Nv Ca＝0.44Na

＝0.64×1.6 ＝0.44×1.2

＝1.024 ＝0.528

(4)式：2.5Ca=2.5×0.528=1.32

(5)式：Cv/T=1.024/T

(6)式：0.8ZNv=0.8×0.4×1.6=0.512

(4)式と(5)式、(5)式と(6)式の交点はそれぞれ

1.32=1.024/T T=1.024/1.32=0.775[s]

0.512=1.024/T T=1.024/0.512=2.0[s]

Case2 震源距離 15km 以上の場合（割増なし）

震源近傍割増係数 Nv＝1.0 Na＝1.0

Cv＝0.64 Nv Ca＝0.44Na

＝0.64×1.0 ＝0.44×1.0

＝0.64 ＝0.44

(4)式：2.5Ca=2.5×0.44=1.1

(5)式：Cv/T=0.64/T

(6)式：0.8ZNv=0.8×0.4×1.0=0.32

(4)式と(5)式、(5)式と(6)式の交点はそれぞれ

1.1=0.64/T T=0.64/1.1=0.581[s]

0.32=0.64/T T=0.64/0.32=2.0[s]

図 1 に日本の振動特性係数 Rt のグラフを実線で示すと

ともに、破線でフィリピン建物 Case1,Case2 の計算結果を

グラフに重ねて示す。

2.4 日比の比較

想定建物に関する前述のフィリピンと日本の基準に従

って算出した、日本の Rt に該当する値(図 1 参照。日本は

その１の想定建物の場合に該当する第 2 種地盤)を比較す

ると、短周期部分では日比共に一定の値となる。震源か

ら 5km 以内の Case1 では 1.32 であり、日本の 1.32 倍、震

源から 15km 以上の Case2 では 1.10 であり日本の 1.10 倍

となっている。曲線部分（日本の短周期近接部分を除く）

では日比ともに T に反比例している。その値は、震源か
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ら 5km 以内の Case1 では、1.024/T となり日本の 0.96/T の

1.07 倍となっている。震源から 15km 以上の Case2 では、

0.64/T と日本の 0.96/T の 0.67 倍となっている。フィリピ

ンでは、長周期部分(今回は T=2.0s 以降)では下限値を設

定している。一方、日本では、Rt の適用範囲を建物高さ

60m までとしており、下限値の設定は行っていない。

3. ベースシェア係数 C の算出

今回対象としているフィリピンの想定建物のベースシ

ェア係数 C を算出する。まず、建物の固有周期算出を行

う。算出には図 2 に示す NSCP の方法 A (208.8 式)を使用

する。

なお、フィリピンの固有周期は、建物の終局時を想定

した値となっている。（208.5.1.2。詳細は、その 8 参照。）

固有周期 T=CT×(hn)
3/4 、NSCP の規定により CT=0.0731

建物高さ hn=15.5[m]より

T=0.0731×(15.5)3/4=0.0731×7.81

=0.571[s]となる。

固有周期からベースシェア係数の算定式は図 1 に示す

ように上限値算出の(1)式(その 2 参照)となり、重要度係数

I=1.0、R ファクター=8.5 とした場合のベースシェア係数

C は、

Case1 C=2.5CaI/R=2.5×0.528×1.0÷8.5=0.155

Case2 C=2.5CaI/R=2.5×0.440×1.0÷8.5=0.129 となる。

続いて日本のベースシェア係数を算出する。

日本の建物の固有周期 T は、T=0.02H より、

T=0.02×15.5=0.31[s]

固有周期 0.31 秒より、振動特性係数 Rt=1.0(図 1)となる。

C=Z×Rt×Ai×Co より

=1.0×1.0×1.0×1.0=1.0

これにフィリピンと同様に、日本の構造基準に従い靱性

の効果を盛り込むため、構造特性係数 Ds を乗じた設計用

のベースシヤ係数を算出する。今回、その１に述べたよ

うに、両国とも最も靱性の高い建物を想定ることから、

RC 造の場合の最小値 Ds=0.3 を用いると、下記のとおり

となる。

C×Ds=1.0×0.3=0.3

フィリピンの場合は、Case1 震源距離 5km 以内の場合で、

0.155、Case2 震源距離 15km 以上の場合で、0.129 となり、

いずれも日本より小さい値となっている。ただし、フィ

リピンの場合には、この設計用の地震力に対して弾性範

囲に留まり、その後、種々の要因による余裕耐力（オー

バーストレングス）により、より大きな地震力に耐えら

れるという組み立て方となっていることに留意が必要で

ある。（詳細は、その５参照）

補注 1

フィリピンの地盤種別の違いによる影響については、その 8 を参照。

図 1 日本の振動特性係数 Rt 及びフィリピンの対応値

図 2 固有周期算定式(208-8 式)
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